
関連する基準・ガイドの条文抜粋 

                                                   
1 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 
2 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 
3 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 
4 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

 
令 和 ３ 年 ５ 月 ２ ６ 日 

東京電力福島第一原子力発電所事故に関する 

知見の規制への取り入れに関する作業チーム 

 
設置許可基準規則1 設置許可基準規則解釈2 技術基準規則3 技術基準規則解釈4 

（重大事故等の拡大の防止等） 

第三十七条 発電用原子炉施設は、重

大事故に至るおそれがある事故が発

生した場合において、炉心の著しい

損傷を防止するために必要な措置を

講じたものでなければならない。 

２ 発電用原子炉施設は、重大事故が

発生した場合において、原子炉格納

容器の破損及び工場等外への放射性

物質の異常な水準の放出を防止する

ために必要な措置を講じたものでな

ければならない。 

 

３・４ （略） 

第３７条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

１－１ 第１項に規定する「重大事故

に至るおそれがある事故が発生し

た場合」とは、運転時の異常な過渡

変化及び設計基準事故に対して原

子炉の安全性を損なうことがない

よう設計することを求められる構

築物、系統及び機器がその安全機能

を喪失した場合であって、炉心の著

しい損傷に至る可能性があると想

定する以下の(a)及び(b)の事故シ

ーケンスグループ（以下「想定する

事故シーケンスグループ」という。）

とする。なお、(a)の事故シーケンス

グループについては、(b)における

事故シーケンスグループの検討結

果如何にかかわらず、必ず含めなけ
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ればならない。 

 

 (a)必ず想定する事故シーケンスグ

ループ 

  ①BWR 

 ・ 高圧・低圧注水機能喪失 

 ・ 高圧注水・減圧機能喪失 

 ・ 全交流動力電源喪失 

 ・ 崩壊熱除去機能喪失 

 ・ 原子炉停止機能喪失 

 ・ LOCA 時注水機能喪失 

 ・ 格納容器バイパス（インターフ

ェイスシステム LOCA） 

  ②PWR 

 ・ ２次冷却系からの除熱機能喪失 

 ・ 全交流動力電源喪失 

 ・ 原子炉補機冷却機能喪失 

 ・ 原子炉格納容器の除熱機能喪失 

 ・ 原子炉停止機能喪失 

 ・ ECCS 注水機能喪失 

 ・ ECCS 再循環機能喪失 

 ・ 格納容器バイパス（インターフ

ェイスシステム LOCA、蒸気発生

器伝熱管破損） 

 

 (b)個別プラント評価により抽出し

た事故シーケンスグループ 

  ① 個別プラントの内部事象に関

する確率論的リスク評価（Ｐ



ＲＡ）及び外部事象に関する

ＰＲＡ（適用可能なもの）又は

それに代わる方法で評価を実

施すること。 

  ② その結果、上記１－１(a)の事

故シーケンスグループに含ま

れない有意な頻度又は影響を

もたらす事故シーケンスグル

ープが抽出された場合には、

想定する事故シーケンスグル

ープとして追加すること。な

お、「有意な頻度又は影響をも

たらす事故シーケンスグルー

プ」については、上記１－１

(a)の事故シーケンスグルー

プと炉心損傷頻度又は影響度

の観点から同程度であるか等

から総合的に判断するものと

する。 

 

１－２ 第１項に規定する「炉心の著

しい損傷を防止するために必要な

措置を講じたもの」とは、以下に掲

げる要件を満たすものであること。 

 (a)想定する事故シーケンスグルー

プのうち炉心の著しい損傷後の原

子炉格納容器の機能に期待できる

ものにあっては、炉心の著しい損

傷を防止するための十分な対策が



計画されており、かつ、その対策が

想定する範囲内で有効性があるこ

とを確認する。 

 (b)想定する事故シーケンスグルー

プのうち炉心の著しい損傷後の原

子炉格納容器の機能に期待するこ

とが困難なもの（格納容器先行破

損シーケンス、格納容器バイパス

等）にあっては、炉心の著しい損傷

を防止する対策に有効性があるこ

とを確認する。 

 

１－３ 上記１－２の「有効性がある

ことを確認する」とは、以下の評価

項目を概ね満足することを確認す

ることをいう。 

(a)炉心の著しい損傷が発生するおそ

れがないものであり、かつ、炉心を十

分に冷却できるものであること。 

(b)原子炉冷却材圧力バウンダリにか

かる圧力が最高使用圧力の 1.2 倍又

は限界圧力を下回ること。 

(c)原子炉格納容器バウンダリにかか

る圧力が最高使用圧力又は限界圧力

を下回ること。 

(d)原子炉格納容器バウンダリにかか

る温度が最高使用温度又は限界温度

を下回ること。 

  



１－４ 上記１－２(a)の「十分な対策

が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じ

られていることをいう。 

 

１－５ 上記１－３(a)の「炉心の著し

い損傷が発生するおそれがないも

のであり、かつ、炉心を十分に冷却

できるものであること」とは、以下

に掲げる要件を満たすものである

こと。ただし、燃料被覆管の最高温

度及び酸化量について、十分な科学

的根拠が示される場合には、この限

りでない。 

(a)燃料被覆管の最高温度が1,200℃以

下であること。 

(b)燃料被覆管の酸化量は、酸化反応が

著しくなる前の被覆管厚さの 15%以

下であること。 

 

１－６ 上記１－３及び２－３の評価

項目において、限界圧力又は限界温

度を評価項目として用いる場合に

は、その根拠と妥当性を示すこと。 

 

 

（原子炉格納容器の破損の防止） 

２－１ 第２項に規定する「重大事故

が発生した場合」において想定する



格納容器破損モードは、以下の(a)

及び(b)の格納容器破損モード（以

下「想定する格納容器破損モード」

という。）とする。なお、(a)の格納

容器破損モードについては、(b)に

おける格納容器破損モードの検討

結果如何にかかわらず、必ず含めな

ければならない。 

 

 (a)必ず想定する格納容器破損モー

ド 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損） 

・高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直

接加熱 

・原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却

材相互作用 

・水素燃焼 

・格納容器直接接触（シェルアタック） 

・溶融炉心・コンクリート相互作用 

 

 (b)個別プラント評価により抽出し

た格納容器破損モード 

  ① 個別プラントの内部事象に関

するＰＲＡ及び外部事象に関

するＰＲＡ（適用可能なもの）

又はそれに代わる方法で評価

を実施すること。 

  ② その結果、上記２－１(a)の格



納容器破損モードに含まれな

い有意な頻度又は影響をもた

らす格納容器破損モードが抽

出された場合には、想定する

格納容器破損モードとして追

加すること。 

 

２－２ 第２項に規定する「原子炉格

納容器の破損及び工場等外への放

射性物質の異常な水準の放出を防

止するために必要な措置を講じた

もの」とは、次に掲げる要件を満た

すものであること。 

(a)想定する格納容器破損モードに対

して、原子炉格納容器の破損を防止

し、かつ、放射性物質が異常な水準

で敷地外へ放出されることを防止

する対策に有効性があることを確

認する。 

 

２－３ 上記２－２の「有効性がある

ことを確認する」とは、以下の評価

項目を概ね満足することを確認す

ることをいう。 

 (a)原子炉格納容器バウンダリにか

かる圧力が最高使用圧力又は限

界圧力を下回ること。 

 (b)原子炉格納容器バウンダリにか

かる温度が最高使用温度又は限



界温度を下回ること。 

 (c)放射性物質の総放出量は、放射性

物質による環境への汚染の視点

も含め、環境への影響をできるだ

け小さくとどめるものであるこ

と。 

 (d)原子炉圧力容器の破損までに原

子炉冷却材圧力は 2.0MPa 以下に

低減されていること。 

 (e)急速な原子炉圧力容器外の溶融

燃料－冷却材相互作用による熱

的・機械的荷重によって原子炉格

納容器バウンダリの機能が喪失

しないこと。 

 (f)原子炉格納容器が破損する可能

性のある水素の爆轟を防止する

こと。 

 (g)可燃性ガスの蓄積、燃焼が生じた

場合においても、(a)の要件を満

足すること。 

 (h)原子炉格納容器の床上に落下し

た溶融炉心が床面を拡がり原子

炉格納容器バウンダリと直接接

触しないこと及び溶融炉心が適

切に冷却されること。 

 (i)溶融炉心による侵食によって、原

子炉格納容器の構造部材の支持

機能が喪失しないこと及び溶融

炉心が適切に冷却されること。 



２－４ 上記２－３(f)の「原子炉格納

容器が破損する可能性のある水素

の爆轟を防止すること」とは、以下

の要件を満たすこと。 

 (a)原子炉格納容器内の水素濃度が

ドライ条件に換算して 13vol%以

下又は酸素濃度が 5vol%以下で

あること 

 

３・４ （略） 
（原子炉格納施設） 
第三十二条 
 
１～６ （略） 
 
７ 発電用原子炉施設には、一次冷却
系統に係る発電用原子炉施設が損壊

し、又は故障した際に原子炉格納容器

から気体状の放射性物質が漏えいする

ことにより公衆に放射線障害を及ぼす

おそれがある場合は、放射性物質の濃

度を低減させるため、原子炉格納施設

内の雰囲気の浄化系（安全施設に係る

ものに限る。）を設けなければならな

い。 
 
８ （略） 

第３２条（原子炉格納施設） 
 
１～９ （略） 
 
１０ 第７項に規定する「原子炉格納
施設内の雰囲気の浄化系」とは、沸騰

水型軽水炉においては、非常用ガス処

理系及び非常用再循環ガス処理系、原

子炉格納容器スプレイ系等を、加圧水

型軽水炉においては、アニュラス空気

再循環設備及び原子炉格納容器スプレ

イ系等をいう。 
 
１１ （略） 

（原子炉格納施設） 

第四十四条 発電用原子炉施設には、

一次冷却系統に係る発電用原子炉

施設の損壊又は故障の際に漏えい

する放射性物質が公衆に放射線障

害を及ぼすおそれがないよう、次

に定めるところにより原子炉格納

施設を施設しなければならない。 

 

一～三 （略） 

 

四 一次冷却系統に係る発電用原子

炉施設の損壊又は故障の際に原子

炉格納容器から気体状の放射性物

質が漏えいすることにより公衆に

放射線障害を及ぼすおそれがある

場合は、当該放射性物質の濃度を

低減する設備（当該放射性物質を

第４４条（原子炉格納施設） 

 

１～１２ （略） 

 

（放射性物質の濃度低減設備） 

１３ 第４号に規定する気体状の放射

性物質を低減する装置とは具体的

には以下の設備をいう。 

ＢＷＲ：格納容器スプレイ設備、非常

用ガス処理設備 

ＰＷＲ：格納容器スプレイ設備、アニ

ュラス空気浄化設備 

また、「当該放射性物質を格納」するも

のには、以下の設備も含む。 

ＢＷＲ：原子炉建屋原子炉棟 

ＰＷＲ：アニュラス部 

これらの施設に開口部を設ける場合

には気密性を確保すること。 



格納する設備を含む。）を施設する

こと。 

 

五 （略） 

 

１４ 第４号に規定する気体状の放射

性物質を低減する装置の機能は、設

置（変更）許可申請書において評価

した当該事象による放射性物質の

放出量の評価の条件を確認するこ

とにより確認することができる。ま

た当該設備は、設置（変更）許可申

請書及び同添付書類八に規定され

た仕様を満たすものであること。こ

の場合において、設置（変更）許可

時の解析条件のうち以下の値に非

保守的な変更がないことを確認す

ること。 

(1) ＢＷＲ 

a) 非常用ガス処理設備 

・ガス処理設備のフィルターのよう素

除去効率 

・ガス処理設備の処理容量 

(2)ＰＷＲ 

a) アニュラス空気浄化設備 

・浄化装置のフィルターのよう素除去

効率 

・アニュラス負圧達成時間 

・浄化装置の処理容量 

 

１５ 第４号に規定する「公衆に放射

線障害を及ぼすおそれがある場合」

とは、一次冷却材系統に係る施設の



損壊又は故障による敷地境界外の

実効線量が「「発電用軽水型原子炉

施設の安全評価に関する審査指針

（平成２年８月３０日原子力安全

委員会）」「解説 Ⅱ.３.判断基準に

ついて」に規定する線量を超える場

合をいう。 

 

１６～１９ （略） 

（火災による損傷の防止） 
第四十一条 重大事故等対処施設は、

火災により重大事故等に対処するため

に必要な機能を損なうおそれがないよ

う、火災の発生を防止することがで

き、かつ、火災感知設備及び消火設備

を有するものでなければならない。 

第４１条（火災による損傷の防止） 
１ 第４１条の適用に当たっては、第

８条第１項の解釈に準ずるものとす

る。 
 

（火災による損傷の防止） 

第五十二条 重大事故等対処施設が

火災によりその重大事故等に対処

するために必要な機能が損なわれ

ないよう、次に掲げる措置を講じ

なければならない。 

一 火災の発生を防止するため、

次の措置を講ずること。 

イ 発火性又は引火性の物質を

内包する系統の漏えい防止そ

の他の措置を講ずること。 

ロ 重大事故等対処施設には、

不燃性材料又は難燃性材料を

使用すること。ただし、次に掲

げる場合は、この限りでない。 

（１） 重大事故等対処施設に

使用する材料が、代替材料で

ある場合 

（２） 重大事故等対処施設の

第５２条（火災による損傷の防止） 

１ 第５２条の適用に当たっては、第

１１条の解釈に準ずるものとする。 
 



機能を確保するために必要な

代替材料の使用が技術上困難

な場合であって、重大事故等

対処施設における火災に起因

して他の重大事故等対処施設

において火災が発生すること

を防止するための措置が講じ

られている場合 

ハ 避雷設備その他の自然現象

による火災発生を防止するた

めの設備を施設すること。 

ニ 水素の供給設備その他の水

素が内部に存在する可能性が

ある設備にあっては、水素の

燃焼が起きた場合においても

重大事故等対処施設の重大事

故等に対処するために必要な

機能を損なわないよう施設す

ること。 

ホ 放射線分解により発生し、

蓄積した水素の急速な燃焼に

よって、重大事故等対処施設

の重大事故等に対処するため

に必要な機能を損なうおそれ

がある場合には、水素の蓄積

を防止する措置を講ずるこ

と。 

二 火災の感知及び消火のため、

火災と同時に発生すると想定さ



れる自然現象により、火災感知

設備及び消火設備の機能が損な

われることがないように施設す

ること。 
（水素爆発による原子炉格納容器の破

損を防止するための設備） 

第五十二条 発電用原子炉施設には、

炉心の著しい損傷が発生した場合にお

いて原子炉格納容器内における水素に

よる爆発（以下「水素爆発」とい

う。）による破損を防止する必要があ

る場合には、水素爆発による原子炉格

納容器の破損を防止するために必要な

設備を設けなければならない。 

第５２条（水素爆発による原子炉格納

容器の破損を防止するための設備） 

１ 第５２条に規定する「水素爆発に

よる原子炉格納容器の破損を防止

するために必要な設備」とは、以下

に掲げる措置又はこれらと同等以

上の効果を有する措置を行うため

の設備をいう。 

＜BWR＞  

 ａ）原子炉格納容器内を不活性化す

ること。 

＜PWR のうち必要な原子炉＞ 

 ｂ）水素濃度制御設備を設置するこ

と。 

＜BWR 及び PWR 共通＞ 

 ｃ）水素ガスを原子炉格納容器外に

排出する場合には、排出経路での

水素爆発を防止すること、放射性

物質の低減設備、水素及び放射性

物質濃度測定装置を設けること。 

 ｄ）炉心の著しい損傷時に水素濃度

が変動する可能性のある範囲で測

定できる監視設備を設置するこ

と。 

（水素爆発による原子炉格納容器の

破損を防止するための設備） 

第六十七条 発電用原子炉施設には、

炉心の著しい損傷が発生した場合にお

いて原子炉格納容器内における水素に

よる爆発（以下「水素爆発」とい

う。）による破損を防止する必要があ

る場合には、水素爆発による原子炉格

納容器の破損を防止するために必要な

設備を施設しなければならない。 

第６７条（水素爆発による原子炉格

納容器の破損を防止するための設

備） 

１ 第６７条に規定する「水素爆発

による原子炉格納容器の破損を防

止するために必要な設備」とは、以

下に掲げる措置又はこれらと同等

以上の効果を有する措置を行うた

めの設備をいう。 

＜BWR＞ 

 ａ）原子炉格納容器内を不活性化

すること。 

＜PWR のうち必要な原子炉＞ 

 ｂ）水素濃度制御設備を設置する

こと。 

＜BWR 及び PWR 共通＞ 

 ｃ）水素ガスを原子炉格納容器外

に排出する場合には、排出経路

での水素爆発を防止すること、

放射性物質の低減設備、水素及

び放射性物質濃度測定装置を設

けること。 

 ｄ）炉心の著しい損傷時に水素濃

度が変動する可能性のある範囲



 ｅ）これらの設備は、交流又は直流

電源が必要な場合は代替電源設備

からの給電を可能とすること。 

で測定できる監視設備を設置す

ること。 

 ｅ）これらの設備は、交流又は直流

電源が必要な場合は代替電源設

備からの給電を可能とするこ

と。 
（水素爆発による原子炉建屋等の損傷

を防止するための設備） 
第五十三条 発電用原子炉施設には、

炉心の著しい損傷が発生した場合にお

いて原子炉建屋その他の原子炉格納容

器から漏えいする気体状の放射性物質

を格納するための施設（以下「原子炉

建屋等」という。）の水素爆発による

損傷を防止する必要がある場合には、

水素爆発による当該原子炉建屋等の損

傷を防止するために必要な設備を設け

なければならない。 

第５３条（水素爆発による原子炉建屋

等の損傷を防止するための設備） 
１ 第５３条に規定する「水素爆発に

よる当該原子炉建屋等の損傷を防止す

るために必要な設備」とは、以下に掲

げる措置又はこれらと同等以上の効果

を有する措置を行うための設備をい

う。 
 ａ）水素濃度制御設備（制御により

原子炉建屋等で水素爆発のおそれがな

いことを示すこと。）又は水素排出設

備（動的機器等に水素爆発を防止する

機能を付けること。放射性物質低減機

能を付けること。）を設置すること。 
 ｂ）想定される事故時に水素濃度が

変動する可能性のある範囲で推定でき

る監視設備を設置すること。 
 ｃ）これらの設備は、交流又は直流

電源が必要な場合は代替電源設備から

の給電を可能とすること。 

（水素爆発による原子炉建屋等の損

傷を防止するための設備） 

第六十八条 発電用原子炉施設には、

炉心の著しい損傷が発生した場合にお

いて原子炉建屋その他の原子炉格納容

器から漏えいする気体状の放射性物質

を格納するための施設（以下「原子炉

建屋等」という。）の水素爆発による

損傷を防止する必要がある場合には、

水素爆発による当該原子炉建屋等の損

傷を防止するために必要な設備を施設

しなければならない。 

第６８条（水素爆発による原子炉建

屋等の損傷を防止するための設

備） 

１ 第６８条に規定する「水素爆発

による当該原子炉建屋等の損傷を

防止するために必要な設備」とは、

以下に掲げる措置又はこれらと同

等以上の効果を有する措置を行う

ための設備をいう。 

 ａ）水素濃度制御設備（制御により

原子炉建屋等で水素爆発のおそ

れがないことを示すこと。）又は

水素排出設備（動的機器等に水

素爆発を防止する機能を付ける

こと。放射性物質低減機能を付

けること。）を設置すること。 

 ｂ）想定される事故時に水素濃度

が変動する可能性のある範囲で

推定できる監視設備を設置する

こと。 

 ｃ）これらの設備は、交流又は直

流電源が必要な場合は代替電源



 

設備からの給電を可能とするこ

と。 
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3. 格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 

3.1 格納容器破損防止対策の有効性評価 

 

（枠内は解釈より抜粋） 

（原子炉格納容器の破損の防止） 

２－１ 第２項に規定する「重大事故が発生した場合」において想定する格納容器破損モードは、以

下の(a)及び(b)の格納容器破損モード（以下「想定する格納容器破損モード」という。）とする。な

お、(a)の格納容器破損モードについては、(b)における格納容器破損モードの検討結果如何にかか

わらず、必ず含めなければならない。 

 

 (a)必ず想定する格納容器破損モード 

  ・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

  ・高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

  ・原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

  ・水素燃焼 

  ・格納容器直接接触（シェルアタック） 

  ・溶融炉心・コンクリート相互作用 

 

 (b)個別プラント評価により抽出した格納容器破損モード 

  ① 個別プラントの内部事象に関するＰＲＡ及び外部事象に関するＰＲＡ（適用可能なもの）又

はそれに代わる方法で評価を実施すること。 

  ② その結果、上記２－１(a)の格納容器破損モードに含まれない有意な頻度又は影響をもたらす

格納容器破損モードが抽出された場合には、想定する格納容器破損モードとして追加すること。 

 

２－２ 第２項に規定する「原子炉格納容器の破損及び工場等外への放射性物質の異常な水準の放出

を防止するために必要な措置を講じたもの」とは、次に掲げる要件を満たすものであること。 

 (a)想定する格納容器破損モードに対して、原子炉格納容器の破損を防止し、かつ、放射性物質が異

常な水準で敷地外へ放出されることを防止する対策に有効性があることを確認する。 

 

２－３ 上記２－２の「有効性があることを確認する」とは、以下の評価項目を概ね満足することを

確認することをいう。 

 (a)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界圧力を下回ること。 

 (b)原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界温度を下回ること。 

 (c)放射性物質の総放出量は、放射性物質による環境への汚染の視点も含め、環境への影響をできる

だけ小さくとどめるものであること。 

 (d)原子炉圧力容器の破損までに原子炉冷却材圧力は2.0MPa以下に低減されていること。 

 (e)急速な原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による熱的・機械的荷重によって原子炉格

納容器バウンダリの機能が喪失しないこと。 
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 (f)原子炉格納容器が破損する可能性のある水素の爆轟を防止すること。 

 (g)可燃性ガスの蓄積、燃焼が生じた場合においても、(a)の要件を満足すること。 

 (h)原子炉格納容器の床上に落下した溶融炉心が床面を拡がり原子炉格納容器バウンダリと直接接

触しないこと及び溶融炉心が適切に冷却されること。 

 (i)溶融炉心による侵食によって、原子炉格納容器の構造部材の支持機能が喪失しないこと及び溶融

炉心が適切に冷却されること。 

 

２－４ 上記２－３(f)の「原子炉格納容器が破損する可能性のある水素の爆轟を防止すること」とは、

以下の要件を満たすこと。 

 (a)原子炉格納容器内の水素濃度がドライ条件に換算して 13vol%以下又は酸素濃度が 5vol%以下で

あること 

 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2.2 有効性評価の共通解析条件」及び「3.2.3

格納容器破損モードの主要解析条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件

の適用を否定するものではない。 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの適用範囲を超える場合には、感

度解析結果等を基にその影響を適切に考慮する。 

(4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉及び原子炉格納容器が安定状態に導か

れる時点までを評価する。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7

日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できることを示すこと。） 

(5) 複数の対策（例えば、常設代替設備と可搬型代替設備）がとられている場合は、各々の対策につ

いて有効性を評価する。 

(6) 設置許可基準規則の解釈内規第３７条２－３(c)の「放射性物質による環境への汚染の視点も含め、

環境への影響をできるだけ小さくとどめるものであること」を確認するため、想定する格納容器

破損モードに対して、Cs-137 の放出量が 100TBq を下回っていることを確認する。 

 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(1) 初期出力 

原子炉は定格熱出力で運転されているものとする。 

(2) 原子炉内の状態等 

炉心の出力分布、炉心流量及び崩壊熱等は、設計値等に基づく現実的な値を用いる。 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合は、その根拠と妥当性が

示されていること。作動設定点等について計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性（原子炉格納容器内の圧力、



 

15 
 

温度及び水位等）が示された場合には、その機能を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。  

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 格納容器破損防止対策の実施時間 

（a） 格納容器破損防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の利用可否を考慮し、訓練実績

等に基づき設定する。 

（b） 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温度、湿度、照度及び放射線量）

を踏まえ、訓練実績等に基づき設定する。 

（c） 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、温度、湿度、照度及び放射線

量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計値に基づき設定する。 

c. 格納容器破損防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補機冷却水等）の確保に必要な

時間は、現場での操作時間に含めて考慮する。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさがある場合は、その影響を考

慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 格納容器破損防止対策に関連する手順の妥当性を示す。  
 

3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等 

(1) 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

a. 現象の概要 

原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材及び溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生し

た水蒸気、金属－水反応によって発生した非凝縮性ガスなどの蓄積によって、原子炉格納容器内

の雰囲気圧力・温度が緩慢に上昇し原子炉格納容器が破損する場合がある。 

b. 主要解析条件（「3.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を除く。） 

（a） 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケンスの中から、過圧及び過温の観点

から厳しいシーケンスを選定する。（炉心損傷防止対策における「想定する事故シーケンス

グループのうち炉心の著しい損傷後の原子炉格納容器の機能に期待できるもの」を包絡する

こと。） 

（b） 崩壊熱による水蒸気の発生及び金属－水反応による水素及び化学反応熱の発生を、炉内又は

炉外を問わず適切に考慮する。 

（c） 溶融炉心・コンクリート相互作用による非凝縮性ガスの発生を考慮する。 

（d） 外部水源を用いて原子炉格納容器内に注水する場合には、注水による格納容器空間部体積の

減少に伴う加圧現象を考慮する。 

（e） 水素燃焼が生じる場合には、燃焼に伴う熱負荷及び圧力負荷の影響を考慮する。 

（f） 原子炉圧力容器内及び原子炉格納容器内における長期的な水の放射線分解による水素及び
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酸素の発生を考慮する。 

（g） その他、評価項目に重大な影響を与える事象を考慮する。 

c. 対策例 

(a)  格納容器スプレイ代替注水設備 

(b)  格納容器代替循環冷却系、格納容器圧力逃がし装置又は格納容器再循環ユニット 

 

(2) 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接過熱 

a. 現象の概要 

原子炉圧力容器が高い圧力の状況で損傷すると、溶融炉心並びに水蒸気及び水素が急速に放出

され、原子炉格納容器に熱的・機械的な負荷が発生して原子炉格納容器が破損する場合がある。 

b. 主要解析条件（「3.3.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を除く。） 

(a)  評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケンスの中から、原子炉圧力が高く維

持され、減圧の観点から厳しいシーケンスを選定する。 

(b)  原子炉冷却系の高温ガスによる配管等のクリープ破損や漏洩等による影響を考慮する。   

(c)  その他、評価項目に重大な影響を与える事象を考慮する。  

c. 対策例 

(a)  原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧設備 

 

(3)原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

a. 現象の概要 

溶融炉心と原子炉圧力容器外の冷却水が接触して一時的な圧力の急上昇が生じる可能性がある。

このときに発生するエネルギーが大きいと構造物が破壊され原子炉格納容器が破損する場合があ

る。 

b. 主要解析条件（「3.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を除く。） 

(a) 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケンスの中から、原子炉圧力容器外の

溶融燃料－冷却材相互作用の観点から厳しいシーケンスを選定する。 

(b) 原子炉圧力容器直下の床面の水の温度及び量は、溶融炉心冷却のための対策（原子炉格納容器

下部注水等）による影響を適切に考慮する。 

(c) 溶融炉心の状態量や物性値等の評価に影響を与えるパラメータについては、炉心溶融に至る事

故の解析結果又は実験等による知見に基づいて設定する。 

(d) その他、評価項目に重大な影響を与える事象を考慮する。 

（注）実ウラン溶融酸化物を用いた実験では、衝撃を伴う水蒸気爆発は発生していない。従っ

て、水蒸気爆発の発生の可能性は極めて低いことを示すこと。ただし、溶融炉心から冷

却材への伝熱による水蒸気発生に伴う急激な圧力上昇（圧力スパイク）の可能性がある

ことから、その影響を評価する。 

c. 対策例 

(a)  解析によって原子炉格納容器バウンダリの機能が喪失しないこと確認する。 
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(4) 水素燃焼 

a. 現象の概要 

原子炉格納容器内に酸素等の反応性のガスが混在していると、水－ジルコニウム反応等によっ

て発生した水素と反応することによって激しい燃焼が生じ、原子炉格納容器が破損する場合があ

る。 

b. 主要解析条件（「3.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を除く。） 

(a) 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケンスの中から水素燃焼の観点から厳

しいシーケンスを選定する。また、炉心内の金属一水反応による水素発生量は、原子炉圧力容

器の下部が破損するまでに、全炉心内のジルコニウム量の 75％が水と反応するものとする。 

(b) 原子炉圧力容器の下部の破損後は、溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガス及びそ

の他の非凝縮性ガス等の発生を考慮する。 

(c) 水の放射線分解によって発生する水素及び酸素を考慮する。 

(d) 原子炉格納容器内の水素濃度分布については、実験等によって検証された解析コードを用いる。 

(e) その他、評価項目に重大な影響を与える事象を考慮する。 

（注）原子炉格納容器内の水素濃度がドライ条件に換算して 13vol%以下又は酸素濃度が 5vol%

以下であれば爆轟は防止できると判断される。 

c. 対策例  

(a)  グロープラグ式イグナイタ 

(b)  触媒式リコンバイナ（PAR） 

(c)  原子炉格納容器内の不活性化（窒素注入） 

 

(5) 格納容器直接接触（シェルアタック） 

a. 現象の概要 

原子炉圧力容器内の溶融炉心が原子炉格納容器内の床上へ流れ出す時に、溶融炉心が床面で拡

がり原子炉格納容器の壁に接触することによって、原子炉格納容器が破損する場合がある。 

b. 主要解析条件（「3.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を除く。） 

(a) 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケンスの中から格納容器直接接触の評

価の観点から厳しいシーケンスを選定する。 

(b) 原子炉圧力容器から落下する溶融炉心の量は、部分的に原子炉圧力容器内にとどまることが示

されない限りは全炉心に相当する量とする。原子炉からの溶融炉心の落下量の時間変化は事象

進展を考慮して適切に設定する。 

(c) 溶融炉心の原子炉格納容器床上の拡がりについては床形状及び水張り等の対策の有無を考慮

する。また、溶融炉心と水が接触する場合の熱伝達及び溶融炉心の流動限界条件等は実験等に

よって得られた条件を用いる。 

(d) その他、評価項目に重大な影響を与える事象を考慮する。 

（注）原子炉圧力容器の下部から溶融炉心が流れ出す時点で溶融炉心の冷却及び固化に寄与す

る十分な原子炉格納容器床上の水量及び水位が確保されており、かつ、崩壊熱等を十分

に上回る原子炉格納容器下部注水が行われれば、評価項目を概ね満たすものと考えられ
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る。 

c. 対策例 

(a)  原子炉格納容器下部注水設備 

(b)  原子炉格納容器バウンダリの防護 

 

(6) 溶融炉心・コンクリート相互作用 

a. 現象の概要 

原子炉圧力容器内の溶融炉心が原子炉格納容器内の床上へ流れ出し、溶融炉心からの崩壊熱や

化学反応によって、原子炉格納容器床のコンクリートが浸食され、原子炉格納容器の構造部材の

支持機能が喪失する場合がある。 

b. 主要解析条件（「3.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を除く。） 

(a) 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケンスの中から溶融炉心・コンクリー

ト相互作用（MCCI）の観点から厳しいシーケンスを選定する。 

(b) 落下する溶融炉心の量は、部分的に原子炉圧力容器内にとどまることが示されない限りは全炉

心に相当する量とする。溶融炉心の落下量の時間変化は事象進展を考慮して適切に設定する。 

(c) 溶融炉心が原子炉圧力容器直下の床面上に流れ出す前の床面上の水及び原子炉格納容器下部

への注水による冷却を適切に考慮する。 

(d) その他、評価項目に重大な影響を与える事象を適切に考慮する。 

（注）原子炉圧力容器の下部から溶融炉心が流れ出す時点で溶融炉心の冷却に寄与する十分な

原子炉格納容器床の水量及び水位が確保されており、かつ、崩壊熱等を十分に上回る原

子炉格納容器下部注水が行われれば、評価項目を概ね満たすものと考えられる。 

c. 対策例 

(a)  原子炉格納容器下部注水設備 

(b)  原子炉格納容器バウンダリの防護 

 

 

 

 



 
 

 

 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置

者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要

な措置を実施するために必要な技術的能力

に係る審査基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２５年６月 

原子力規制委員会 
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１．９ 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格

納容器内における水素による爆発（以下「水素爆発」という。）による損傷を防止す

る必要がある場合には、水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要

な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されているこ

と。 

 

 
【解釈】 
１ 「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等」とは、以

下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をい

う。 
 
（１）BWR 
 ａ）原子炉格納容器内の不活性化により、原子炉格納容器内における水素爆発によ

る原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等を整備すること。 
 

（２）PWR のうち必要な原子炉 
 ａ）水素濃度制御設備により、原子炉格納容器内における水素爆発による原子炉格

納容器の破損を防止するために必要な手順等を整備すること。 
 

（３）BWR 及び PWR 共通 
 ａ）原子炉格納容器内における水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するた

めに必要な設備が、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給電

を可能とすること。 
 ｂ）炉心の著しい損傷後、水－ジルコニウム反応及び水の放射線分解による水素及

び酸素の水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止する手順等を整備するこ

と。 
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１．１０ 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建

屋その他の原子炉格納容器から漏えいする気体状の放射性物質を格納するための施

設（以下「原子炉建屋等」という。）の水素爆発による損傷を防止する必要がある場

合には、水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な手順等が適

切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な手順等」とは、

以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等を

いう。 
 
 ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建屋等の水素爆発による損傷

を防止するため、水素濃度制御設備又は水素排出設備により、水素爆発による

当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な手順等を整備すること。 
 ｂ）水素爆発による損傷を防止するために必要な設備が、交流又は直流電源が必要

な場合は代替電源設備からの給電を可能とする手順等を整備すること。 
 
 
  


